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はじめに
本稿では，軍政から民政への移行期における米国統
治下沖縄の公衆衛生と住民福祉を考察の対象とする。
沖縄戦ですべてが破壊され，その後の住民の集団移
動，過労，栄養状態の悪化，環境衛生の低下により，
住民の間にはマラリア，日本脳炎，赤痢などの感染症
が蔓延した。1946年 4月，琉球民政府が設立され，
公衆衛生部が発足した。米海軍布令に基づいて米軍の
主導の下で，地区衛生課が環境衛生に重点を置いた感
染症の防遏に努めた。米軍の要請でマラリア，結核な
どの伝染病の防遏，鼠族害虫駆除などの環境衛生対策
などに重点が置かれ，保健衛生の水準は急速に向上し
た。このような中で看護婦，保健婦，助産婦の果たし
た役割は大きい。特に極端な医師不足の中で，離島僻
地の住民の健康保持に努めた駐在保健婦の活躍は高く
評価されている。
群島政府の平良辰男知事は，1950年 12月の第 2回
群島議会で政務報告を行い，公衆衛生部に新たに社会
事業課を編入し，部の事業を治療，予防，社会事業の
3方面に分類している。一般疾病治療では総合病院，
地区病院，診療所でこれに対応しており，助産婦につ
いては自由開業を認めている。特殊疾病治療ではハン＊ 専修大学商学部教授
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セン氏病施設，結核療養施設，精神病院があり，費用
は全額軍負担となっていた。
薬剤については，一括受領して各群島に割当て，配
給されている。薬価はドル 24円で軍に支払っている
が，51年度の 1月からはドル 120円になる予定で，
軍に対して据置きを折衝していた。予防に関しては，
環境衛生のため全島に 10の衛生地区を置き市町村の
衛生指導を行っている。食品衛生では全島に 19人の
獣医師を配置し監督検査に従事している。予防の中心
となる保健所は，那覇，越来，名護などで建設が進め
られており，51年 1月には開設が予定されている。
社会事業では，事業施設として，厚生園があり，盲学
校の開設も予定され，身障者を対象とした事業も軍と
協力して推進されていた。（琉球史料 1950年）
平良知事は 1951年 3月に沖縄群島訓令乙 2号によ
り事務分掌に関する規定を定め，厚生部に医務課，公
衆衛生課，薬品課，看護課，社会事業課を置いた。こ
のうち社会事業課では，学校給食，衣食住扶助，罹災
者扶助，社会事業施設，社会事業団体，救済物資の保
管並びに配給，伝染病，社会事業職員などに関する事
項を分掌するものとされた。
1952年 2月，米国民政府民政官ルイス陸軍准将は
米国民政府内に公衆衛生福祉局を設置するにあたっ
て，General Orders No.7を発し，その使命が琉球経
済の発展と労働力の安寧を保健管理と福祉活動の面か
ら支えることについて統治者に助言と援助を行うこと
にあるとしている。公衆衛生福祉局は，以下の事項に
ついてその機能を果たし，その執行に関する責任を負
い，その監理の任にあたる。琉球経済の範囲内で全琉
球の健康センターを通じた予防医療計画の策定と支援
を行う。結核，性病，伝染病の防遏に重点が置かれ
る。経済の許容範囲内で最新の医療，治療技術，調査
手法を導入し全琉球の医療機関の支援を行う。財政の
範囲内で琉球人のための健全な基金の裏付けのある福
祉計画の策定の支援を行う。職業における健康の保護
と一般の衛生状態の改善のための適切な消毒と鼠族昆
虫駆除の支援を行う。資質を持った琉球人に対し一層
の医療技術教育を実施するための訓練計画の支援と助
言を行う。（USCAR General Orders No.7, Feb 1952,
Public Health and Welfare Department）
Ⅰ 保健所と公衆衛生行政
1945年 8月に設置された沖縄諮詢委員会に公衆衛
生部が設けられた。沖縄諮詢委員会は 1946年 4月に
沖縄民政府と改められた。米国海軍軍政府布令「沖縄
における公衆衛生機構」に基づいて，公衆衛生部の下
に 9つの地区衛生課が置かれた。この地区衛生課は，
市町村の衛生課を監督指導するとともに，米軍から支
給される DDTの散布などの業務を行っていた。
1948年 12月の間，軍政府の衛生担当官は公衆衛生
の推進を図り検査を行うとともに，沖縄人の担当者に
対する研修と実習を実施した。南部琉球では 1730戸
の消毒が 11月中に行われた。沖縄群島及び北部琉球
でも公衆衛生の活動が絶え間なく実施された。沖縄人
の 4人の技師で構成される鼠駆除班が軍施設周辺の鼠
駆除を続けている。（United States Army Military Gov-
ernment Activities in the Ryukyus, Summation No.26,
Dec 1948, p.32）1948年 11月中に軍政府が受領した
医療品は 16万 4500ポンドに達した。このうち 14万
2800ポンドはガリオア資金によるものである。軍政
府によるこれらの配分は 6割強が沖縄群島へ，北部，
南部琉球へは 2割ずつとなっていた。（ibid. p.33）新
しい衛生検査所が名護病院と糸満地域病院に設置され
ている。（ibid. No.28, Feb 1949, p.33）公衆衛生担当
者を養成するための普天間公衆衛生学校が開校した。
同校では 18人の現職看護婦が 2週間の研修コースを
修了した。コザ及び石川地区の医療機関に対する調査
が実施された。（ibid. No.36, Oct 1949, p.42）
沖縄衛生検査技師協会の第 1回総会が 9カ所の地区
病院の代表が出席して 1949年 3月にコザ中央病院で
開催された。協会規約が採択され役員の選挙が行われ
た。（ibid. No.29, Mar 1949, p.34）北部琉球の医療従
事者を対象に 2週間の研修がコザ中央病院で実施され
た。内容はレントゲン，検査手順，内科及び外科医療
相談に関するものであった。（ibid. No.29, Mar 1949,
p.34）衛生検査技師の訓練と生物製剤の製造を行う研
究所をコザ病院に追加して設置する計画が承認され
た。（ibid. No.30, Apr 1949, p.33）1949年 6月，占領
軍最高司令官はGHQ公衆衛生部福祉課のE.A. Turnur
140
及び C, M. Wheelerの 2名の専門官を沖縄に派遣し，
鼠族昆虫駆除及び保健情報，保健教育に関する調査と
指導を行うことになっている。（GHQ Supreme Com-
mander Allied Powers Public Health andWelfare Section
16, Jul 1949, Memorandum for Record）学校保健サー
ビスが沖縄の 17の小学校で始まった。学校看護婦は
地区の病院，薬局から任命される。糸満及び那覇地区
の医療機関は軍政府公衆衛生福祉部の班によって検査
が行われた。伝染病治療の検査診断手続に関連して適
正な診療の重要性について医療担当者が議論する会合
が開催された。名護地区にハブ咬傷に関する研究所が
設置された。ここでは毒素の抽出を行い，日本に送り
血清に加工することになっている。（United States
Army Military Government Activities in the Ryukyus,
Summation No.35, Sep 1949, p.33）
1．保健所の設置
1949年 12月，軍司令部公衆衛生福祉局長サムズ准
将が来沖し，各地の病院や学校の衛生状況を視察した
あと，保健所の設置と性病対策を強調した。早期に沖
縄の医療制度を拡充強化し，僻地においても性病の治
療が受けられるシステムを作ることを勧告した。この
後，近代的な医薬品の入手が可能になった。翌 1950
年沖縄群島保健所条例が公布され，米軍施設を多くか
かえるコザ地域に最も性病が多かったことから，1950
年 1月 18日に軍民合同の第 1回コザ保健所設置協議
会が中央病院（具志川）で開かれた。このような経緯
からコザの中部保健所は対人保健業務の中でも特に性
病対策を中心にして設立されている。1950年 6月ア
メリカの保健所活動を視察するため，職員が国民指導
員として 3カ月間現地に派遣されている。米軍も公衆
衛生にはかなり意を配っていた。1951年には，南部
保健所と北部保健所が相次いで設置された。
保健所の業務の開始にあたり，各保健所の業務方針
が所長会議で検討され，北部にあっては寄生虫，中部
では性病，南部は結核対策をそれぞれ重点課題として
取り組むことが決定された。1952年 8月保健所法が
立法公布された。保健所の設置にあわせて，地区衛生
課は保健所に統合され，保健所の環境衛生課として再
発足した。地区衛生課の監督の下にあった市町村の衛
生課は，各々の市町村長の指揮下に戻ることになっ
た。こうして那覇，コザ，名護，宮古，八重山の 5カ
所の保健所は，琉球全域における疾病対策をはじめ，
食品衛生，環境衛生監視業務に従事することになっ
た。また，市町村に公衆衛生看護婦が配置され地域住
民の健康管理にあたった。
琉球人の公衆衛生従事者が各々の職務と責任を良く
理解できるように，アメリカ人スタッフは絶えず「忍
耐と根気強さ，そして参加」のスローガンの重要性を
心にとめてきた。6カ所の保健センターとその支所に
よる拠点サービスから全面的な住民に対する公衆衛生
サービスに拡大する計画は，琉球人スタッフの効果的
な参加が得られない中で満足な結果がでていなかった
が，一方で，保健センター診療所の活動には，教育の
過程を通じて，若干の改善が見られた。保健センター
の業務は妊産婦及び学校保健を含めて見直しが進めら
れている。
宮古，八重山，奄美の各群島の衛生検査担当者に水
質浄化の基本を習熟させるため，1953年 4月に軍防
疫給水部隊で 5人の琉球人の参加の下に 10日間の訓
練コースが実施された。このコースには試験水の細菌
培養，広報準備のための実地演習，菌体の列挙，結果
の記録法などが含まれている。
米軍医や専門家のアドバイスを受けて軍当局が研修
を熱心に進めたことは，占領下沖縄の公衆衛生の推進
に大きく貢献した。保健所職員の教育にも，米軍は力
を注ぎ，アメリカや日本での研修を受けさせ，公衆衛
生事情の視察もさせている。沖縄の公衆衛生の基礎づ
くりの部分ではアメリカ軍の熱心な関与が存在した。
米国民政府は，沖縄の復興はアメリカ政府の責任で
あると考えていたが，戦前の水準まで回復したあと
は，アメリカによる復興援助はしない方針であった。
それ以降は琉球住民の自助努力とされた。しかし，公
衆衛生に関しては戦前以上の水準に達しても，さらに
その水準を上げるための予算措置が可能な態勢を米国
民政府の側は用意していた。（Civil Affairs Activities in
the Ryukyu Islands, Vol.1, No.2, 30 June 1953, USCAR,
p.49）
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2．食品衛生行政とオフリミット
食品衛生法（1952年立法 33号）の施行以前は，
「不潔または有害な飲食物の製造，販売取締規定」2
条を根拠として，定期的または臨時的な食品に対する
最近検査，化学検査を行い結果が不良の場合，直ちに
営業停止などの措置がとられた。水質の検査も実施
し，井戸水については飲用適であっても煮沸して使用
することとしていた。事業の従事者の健康診断も義務
づけていた。検査は料亭，小料理店，カフェー，バー
等の場合，警察官とともに実施し，合格すれば警察本
部，厚生部，企業免許事務所から免許証が公布され
た。
1952年 1月の厚生局設置法に基づいて，厚生局が
設置され，併せて 9月には食品衛生法が，10月には
同施行規則が公布されている。保健所は，食品衛生法
に基づいて食品営業者の申請の受付，施設設備の検査
を行うことになった。1953年には軍人及び軍属を対
象にした飲食店経営者に対して衛生上必要な条件が定
められ，米軍検査官の直接の検査を受けることになっ
た。米軍の厳しい検査基準を経て，第 1級の施設に与
えられる営業ライセンスである Aサイン制度は，営
業施設の衛生設備の水準を著しく向上させた。この制
度は，感染症や性病などからアメリカ軍人を守るため
のもので，軍人軍属は Aサイン店以外での飲食が禁
じられた。この Aサインの許可を受けるためには，
保健所から食品衛生法に基づく許可を得て，さらに米
軍の検査を受け，諸条件に適合することが必要であ
る。コザをはじめ本島中部地区の業者は競って Aサ
インを取得した。Aサイン店で食中毒の発生，性病の
多発などがあると米軍はこの店舗をオフリミットとす
る措置をとった。業者はこの措置があると営業が立ち
行かなくなる。業者はオフリミットを大変におそれた
ため，米軍は Aサイン店をその管理下に置くことが
できた。
戦後，沖縄民政府経済部の畜産課が主管していた食
肉衛生行政は，1952年に家畜生産から防疫，食肉流
通まで一貫した行政として，政府経済局の業務とされ
た。食品衛生法（1952年）20条の規定による営業施
設の基準において，食肉や魚介の販売については冷蔵
庫を備えることとされていたが，冷蔵陳列する店は少
なかった。
3．環境衛生の取組み
ニミッツ布告 4条により，施政権分離の後も日本法
は存続することとされていたが，その後発令された布
令，布告，指令が優先されることから旧関係法規は漸
次廃止されていった。環境衛生については衛生規則指
令（1948年）33号により業務が始まった。この指令
により，衛生地区，組織，報告，労務者，衛生作業，
罰則等が定められ，トラック，消毒器具，薬品，燃料
等が支給された。人口 1万人に対して衛生監督官 1
名，班長 1名，作業員 4名が配置された。主な業務は
区域内の鼠族昆虫の駆除，清掃の改善等が主なもので
あった。
軍政府の鼠駆除班は引き続き軍施設周辺での駆除を
実施し，石川，前原地域での駆除も行った。新公衆衛
生規則に沿って家畜の 90％が住居から集落の端に設
けられた畜舎に移された。（UnitedStatesArmyMilitary
Government Activities in the Ryukyus, Summation No.
28, Feb 1949, p.33）
（1）清掃
清掃は地区単位，村単位で実施し，その代表者によ
る検査を行い，合格または再検査の札を各戸ごとに渡
す方法がとられた。蚊の媒介する日本脳炎，マラリア
などの発生もあり，住民地区の蚊の発生源をなくすこ
とが，基地内の軍人軍属にとっても自衛手段となるこ
とから，軍係官が積極的に関与することも多く，薬品
等も多く供給された。
年間の行事として，年 2回「本島一斉清掃」が実施
され，蚊の発生源の除去，消毒が徹底して行われた。
蚊の発生場所をなくし，日本脳炎等の発生を防止する
ためのものであった。中部地区では経済の基地に対す
る依存度が高く，衛生常態の悪さは，直ちに軍による
オフリミットにつながるため死活問題となる。オフリ
ミットを受けないように，清掃の徹底促進をアピール
する一大キャンペーンを村長や商工会議所が先頭に
立って展開した。
1950年代はまだ日本脳炎も蔓延しており，鼠族昆
虫駆除は保健所の重要な業務であった。地区衛生課が
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その出張所になっていたが，命令系統が米軍と保健所
の 2系統になっており，混乱をきたすことも少なくな
かった。
（2）鼠族昆虫の駆除
1947年 7月，沖縄におけるマラリアと日本脳炎の
蔓延を受けて，連合軍最高司令部公衆衛生部は 2名の
担当官を派遣し調査を実施するとともに，媒介する昆
虫の駆除を勧告した。また，沖縄群島全域に民間人 6
名により構成される防疫班が 272班結成された。さら
に地区ごとにこれを管理する機関が置かれ，薬剤，噴
霧器，燃料，雑巾などの用品も配給された。害虫駆除
の手順に関する，説明と講習が沖縄人の防疫班により
地区ごとに実施された。
蚊を駆除するためのチームが軍人と沖縄人 4名で
1947年 12月に組織され，軍施設における蚊の駆除と
民間の防疫班に対する講習を実施した。軍施設近傍の
村には 2万 5000個の鼠採り用の罠が無料で配布され
た。また，全村を対象に 4万 5000個の鼠採り罠が 5
円で販売された。これらの施策により沖縄の鼠はその
数を大幅に減らした．蚊や鼠を駆除するための教育プ
ログラムがポスターや新聞を通じて実施された。資材
は北部や南部琉球にも送られた。（Public Health De-
partment, the Ryukyu Military Government Activity An-
nual Report 1947―1948, p.47）
（3）家畜衛生
獣医関係業務は 1947年 10月まで農業関係部局が担
当していたが，11月以降，公衆衛生部に移管され，
担当官も増員された。飼い犬に対する予防注射，鑑札
の発行などが無料で行われた。また，新たな動物検疫
施設も1948年3月から那覇港の近くで建設が始まり，
5月に完成した。前年 12月までの豚コレラ等による
家畜死亡率は非常に高かったが，動物検疫の開始以
降，際立って低下した。血清，ワクチン等の生物製剤
の投与が大きく貢献している。（Public Health Depart-
ment, the Ryukyu Military Government Activity Annual
Report 1947―1948, p.44）
占領行政は衛生に関する住民の好ましくない習慣慣
行との闘いを強いられたが，1949年までには家畜を
住居から分離するという考え方が受け入れられるよう
になり，相当の成果をあげることができた。一方で，
下水，水道，ごみ処理などに関する単純な発想が住民
の間に蔓延しており，訓練された専門家がいないこと
と相まって，困難な問題を引きずることとなった。
1953年会計度から相当量の DDTが到着したこともあ
り，衛生計画の進展が期待されていた。（Restricted
Security Information,Civil AffairsActivities in theRyukyu
Islands, December 1952, USCAR, p.145）
環境衛生行政は住民生活に深い関わりを持ち，重要
な位置を占めている。衛生措置の基準の遵守と指導の
強化を図ることによって，食中毒を予防し，経営の近
代化と合理化を促し業界と消費者の理解を深めるため
の環境衛生同業組合の育成も進められた。
Ⅱ 感染症・風土病との闘い
孤児達の間で発生していた伝染性の結膜炎や皮膚病
の大流行は公衆衛生部の用意した医薬によって防遏す
ることができた。罹患している児童に対してはアメリ
カ婦人クラブから一人ずつ石鹸とタオルが供与され
た。（United States ArmyMilitary Government Activities
in the Ryukyus, Summation No.27, Jan 1949, p.36）
ハンセン氏病施設の拡充も順調に進められ，沖縄で
は 50エーカーの土地を買収し，900人収容の施設が
完成している。北部琉球でも，200人規模の施設の建
設が進められていた。南部琉球では 300床の施設が
1948年には完成しつつあった。（Public Health Depart-
ment, the Ryukyu Military Government Activity Annual
Report 1947―1948, p.45）
性病防遏プログラムが 1950年 2月から始まった。
医師，看護婦，衛生検査技師が連繋協力して全琉球の
性病防遏プログラムを開発した。このような取組みは
初めてであり，アメリカにおける経験を沖縄での必要
性に適合させたものであった。（Ryukyu Statistical Bul-
letin, February 1950, HeadquartersMilitary Government
of the Ryukyu Islands, p.45）
1951年 6月，「伝染性疾患の取り締まりについて」
の布令 46号がでている。保健所の開所直後から予防
接種は積極的に行われていた。これにもアメリカ公衆
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衛生部は熱心であった。予防接種は種痘などが中心で
あったが，1952年頃から「3種混合」を実施ししてお
り，部分的には沖縄の方が本土よりも早く実施してい
る。ハンセン氏病関係でも，スキンクリニックが認め
られており，在宅治療が行われていた。日本ではまだ
隔離の時代であった。そのため復帰の際にこれを継続
させることに大きな労力を要した。
1．結核対策
1948年 1月，金武町の工業学校の跡地に新たな結
核療養施設の建設が始まり，250床のサナトリウムが
6月中に完成した。これにより一般病院の混雑の軽減
と結核の蔓延の抑止に役立つものと期待された。
（Public Health Department, the RyukyuMilitaryGovern-
ment Activity Annual Report 1947―1948, p.45）
各群島政府が発足したのは 1950年である。米軍の
サムズ准将は公衆衛生部長として性病対策を最優先施
策としたが，ヒューマニズムにも動かされて民間のそ
の他の疾病についても，取組みを進めた。保健所を
作ってみると沖縄で当面，最も問題となっているのは
結核であることが明らかになった。米軍が性病対策を
行うのは当然だが，軍の中で統計上発生の見られな
かった結核やハンセン氏病対策にまで，多額の資金を
投入したのは，米軍の医官や専門家が将兵への罹患の
危険を指摘し，米軍にその施策を講じさせたからに他
ならない。
1951年に軍当局によりギルバート大佐の指揮の下
で結核の罹患調査が実施され，療養プログラムとその
訓練のための組織が設けられた。患者のリハビリテー
ションは金武町の結核療養所で行われ，近代的な療養
訓練が始まった。（Ryukyu Islands, Responsibility of U.
S. for improvement of the Public Health, J.A. Doull, N.
D. King, May 1959）
1951年 12月，米国太平洋学術調査団の一員とし
て，ペスケラー博士が来沖し，沖縄の結核調査を行っ
ている。博士は，那覇保健所長であった当山堅一に協
力を求め，本島，八重山，宮古，奄美の各地域の巡回
検診を実施した。調査の任務が終わったあとも博士は
沖縄にとどまり，結核対策のプランや患者のローテー
ション，治療，結核予防会の設置に至るまで，沖縄に
おける結核対策業務の基礎を作り上げた。また隔離施
設の少ないことを知って，入院できない患者にはアイ
ナーを使用し，家庭内隔離治療を保健所に始めさせ，
相当な効果を上げた。
沖縄の結核は，沖縄戦及び戦後の混乱などにより患
者は急激に減っていたが，1953年頃から再び増加に
転じた。1953年に米軍の主催による日本，韓国，沖
縄の関係者が出席した「極東の結核に関する会議」が
開かれた。米軍も沖縄の結核の現実に無関心ではいら
れなかった。1953年にテンプル大佐が結核調査のた
めに来沖した。これ以降，米軍は結核対策に積極的に
取り組むようになった。1953年当時，結核患者の実
総数は 6000人から 1万人とも推定され，結核対策の
制度の確立が急務とされた。そこで結核予防とその適
正医療の普及を目的として「結核予防対策暫定要綱」
が 1954年に 9月に制定され，結核の健康診断，在宅
患者の治療及び療養指導が実施された。その費用はす
べて琉球政府の負担とされた。
当時，病床が少なく患者を収容しきれないため，入
院の出来ない患者が多数存在した。その打開策として
在宅治療が始まり，保健所に対するニーズは非常に高
まった。保健婦の訪問事業のかなりの部分を結核関連
が占めるようになった。在宅療養患者を決定する場
合，結核予防対策暫定要綱に「保健婦が十分に管理で
きるもの」という要件があった。在宅療養者に決定さ
れると薬剤が無償で提供される。保健所の医師と地区
保健婦により決定の可否について審議を行う。保健婦
の指導に従わない患者は在宅療養者としての取扱が中
止されることも，この要綱に定められていた。
2．マラリア対策
八重山のマラリアは戦前 1922年から防遏対策が始
まり，流行地域の住民の定期採血，原虫保有者の治
療，蚊の駆除などが行われていた。治療剤としてキ
ニーネが用いられていた。太平洋戦争末期，旧日本軍
による住民のマラリア有病地への強制移転の命令が出
されたため，当時は空襲での死亡者よりもマラリアに
よる者の方が多いという悲惨な事態が発生した。1945
年の統計では，1万 6000人の患者が存在し 3600人の
死亡者があった。当時の人口 3万 2000人の一割がマ
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ラリアで死んでいたことになる。八重山における「戦
争マラリア」の問題である。終戦後，米軍はマラリア
の防遏に着手する。薬剤のアテブリンを使用し，患者
数は著しく減少した。この業務は八重山群島政府の設
立により政府衛生部に移管され，「八重山群島におけ
るマラリア条例」ができた。懸命なマラリア防遏を進
め，1949年には患者発生を年間 17人にまで押さえ込
んだ。
しかし翌 1950年に，米軍基地の拡張に伴う土地問
題なども関係した本島，宮古から八重山への開拓，入
植が始まると，入植者たちには免疫性がなかったこと
とともに栄養，労働などの面で悪条件が重なり，再び
マラリア患者が増え始め，再流行の兆しが見えてき
た。八重山第 8回群島議会（1952年 2月）において
安里知事は，51年中に 74名のマラリア患者の発生を
見たことについて以下のように述べ，八重山のマラリ
ア撲滅がいまだ容易でないことを示している。
これらの患者は，石垣島及び西表島の一部有病地で
発出しており，その原因は近年，群島外から入植した
自由移民の家庭で蚊帳を完備していないものが相当数
あることによると見られる。51年 2月の調査では，
有病地集落で蚊帳を持たない家庭が 278戸あり，その
家族は 887名となっていた。経済的に困窮しており，
購入能力がないこともあり，政府は，蚊帳を安く購入
する方法を講じたが，購入は進まず結果は思わしくな
かった。（沖縄県議会史 15巻資料編 12群島議会Ⅲ 148
頁）
1950年 3月に東京駐在参事官が国務省に送付した
急送公文書の附属調査報告書において，最も印象的な
事実の一つとして，八重山におけるマラリアの防遏に
ついて述べている。このことが成功裏に推移している
背景には，軍政府が潤沢に提供している大量の薬剤
DDTとその他の殺虫剤に負うところが大きく，ま
た，軍政府の科学的手法が関係の行政担当者及び医師
の熱意によって効果的に支えられていることも見逃せ
ない。八重山発展の障害となってきたマラリアの防遏
は，琉球の歴史における画期的な出来事といえる。八
重山の開発は 300年以上も前から沖縄の為政者によっ
て試みられ，日本による統治が行われた時代にも行わ
れた。しかし，すべての開発の試みはマラリアの跋渉
によって実を結ぶことがなかった。（Political Condi-
tions in the Ryukyu Islands, Tokyo Dispatch No.393, to
Department State from Councilor of mission Tokyo, Mar
18, 1950）
Ⅲ 民政移行と医療行政
ニミッツ提督による 1945年の米国海軍軍政府布告
9号により，医療従事者は業務の遂行にあたって免許
を受けることとされた。軍政府はその免許権者とされ
医療，公衆衛生，防疫などの活動を統括するものとさ
れた。（Ryukyu Islands, Responsibility of U.S. for im-
provement of the Public Health, J.A. Doull, N.D. King,
May 1959）
1945年 4月，アメリカ海軍軍政府は，南西諸島住
民に対する特別布告 1号（ニミッツ布告）を出した。
その第 9号は，医療，公衆衛生に関する詳細な規定を
罰則付きで行っており，沖縄上陸を想定して，沖縄で
の保健衛生施策を示している。ここでは，占領地域に
おいて免許状を有する医師，歯科医師，看護婦，薬剤
師，助産婦その他，病人を治療し，予防治療をなし，
または薬剤を配給する者は，追って軍政府より命令が
あるまで，各自その業務を継続すべしとしている。ま
た，軍政府は占領地域において病気の治療及び予防ま
たは公衆衛生に関する業務に従事する人々に免許状を
下付し，またそれを停止あるいは廃止，またはそれら
の人々の行為を取り締まる機能を有するとしている。
そのため，医療従事者に対してはその業務を継続させ
ることとし，沖縄では官営医療の制度が敷かれること
になった。
1．官営医療から民営医療へ
沖縄本島では，沖縄戦による徹底した破壊があった
ため，医療も配給に基づく統制医療であったが，他の
群島では医師の営業が継続しており，不足する薬剤は
沖縄から供給されていた。ニミッツ布告の趣旨は，日
本の法規を停止させるが，軍の占領政策の支障となら
ない限りは，日本法を継続して適用する，というもの
であった。沖縄戦終了時に，生存していた医師は 64
人だけで，医療施設はすべて灰塵に帰していた。終戦
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当時，住民は一定の地区に収容され，集団生活をして
いた。医療機関は米軍の病院と地区に設けられた病院
や診療所であった。ここでは米軍の管理下に沖縄の医
師が診療に従事していた。
1948年 2月，8カ月の工期を経て 100床を持つ首里
病院が首里・那覇地区に開業し，この地区のすべての
医療に対応できることになった。この開業により限界
に達していたコザ中央病院の業務の相当部分が軽減さ
れる。また，他の医療機関の施設設備の改善も進んで
いる。
新たに精神病院の建設も金武・宜野座地区で始まっ
ており，1948年 7月に完成予定である。それまで，
精神医療の施設は宜野座病院のみであったが，施設と
しては不適切であった。新施設は 100床の収容力を持
つ予定である。（Public Health Department, the Ryukyu
Military Government Activity Annual Report 1947―1948,
p.43）
沖縄民政府の運営していた医療機関は 1948年ま
で，無料診療を行っていた。また医師，歯科医師，薬
剤師その他の医療従事者は公務員として病院，診療所
で勤務させるなど「官営医療」が実施されていた。
1950年には沖縄群島政府が発足し，それまでに米
軍の管理下にあった病院，診療所は相次いで民間に運
営が移行された。
1950年の沖縄群島政府の発足に伴って，医療行政
の担当機関は厚生部医療課となった。1951年に医師
の自由開業が認められるようになり，1953年からは
国費による医科・歯科系学生の留学制度が作られ，医
師，歯科医師の計画的な養成が始まった。
2．自立的医療の推進
沖縄群島政府の策定した第 1次 3カ年復興総合計画
（1951年 1月）では，自主的な自立態勢の確立を本旨
として，復興の基盤である経済活動を支える産業基盤
の整備を勧め，併せて各種公共施設の整備を図ること
としていた。その公共建築年次計画では，厚生部主管
分として 1340棟，3万 5299坪の病院，診療所，研究
施設，看護学校等の施設整備が計画されていた。
占領の初期から医療法制は布令によって一般的に運
用されてきた。布令の必要がないところでは戦前の日
本法が参照されてきた。医療法制は良好に機能してお
り，ほとんどの軍政府布告はこの領域では漸次廃止さ
れ，立法や民政官布令に取って代わられていった。
1953会計年度中には医療関係民政官布令を包括した
立法が成立するものと期待されている。これらの布令
は，医療，食品，医薬，衛生，麻薬規制，その他の近
代的公衆衛生計画に求められている標準的な規制が含
まれている。（Restricted Security Information, Civil Af-
fairs Activities in the Ryukyu Islands, Dec 1952, USCAR,
p.145）
予防医療の分野は，3カ所の健康センターの開設予
算が付いた 1949年から実施された。同センターは
1951年に落成し，診療，予防，小児保健教育，伝染
病防遏などの活動を始めた。1952年には，奄美群島
名瀬，八重山群島石垣，宮古群島平良にも健康セン
ターが開設された。その支所も古仁屋，伊野田に設置
された。（Ryukyu Islands, Responsibility of U.S. for im-
provement of the Public Health, J.A. Doull, N.D. King,
May 1959）
1951年 6月，米国民政府のルイス民政官（James H.
Lewis）は，施設または設備に関して一部あるいは全
部について援助供与の行われている病院，健康セン
ターの運営について次のような基準に添うことを指示
している。病院は政府財政の中で調査に基づく必要性
に応じて設置され，琉球人によって管理，運営されな
ければならない。病院はその提供する医療と給食の適
切な代価の全額の受取を持って運営されなければなら
ない。従って患者の家族が付き添いで院内に同居する
ことは禁じられる。また，病院は可及的速やかにすべ
ての基金財政について収支会計を明確にし徴憑を整え
て置かなければならない。法令に基づいて登録されて
いる看護婦は，これらの病院等でもっぱら看護の業務
に就くことが求められる。この看護活動には，介護，
処置，患者に対する給食などの活動が含まれるものと
考えられる。（USCAR Operational Instruction No.21，
Mar 1951，Basic Policies of Public Health and Welfare）
3．医療従事者の養成
米軍による占領が始まった当時，医療に従事できる
沖縄人医師の数は 100人に満たなかった。しかし，医
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学生の卒業や琉球人医師の日本や極東地域からの帰郷
によりその数は徐々に増えて行った。1952年 11月の
時点で琉球の医師は 232人となった。1952年 3月ま
では，すべての医師は政府により雇用される官営医療
となっていた。これは当時の医療需給の著しい逼迫を
反映したものであった。1952年 4月から民営医療が
再開され，政府に雇用される医師の数は 42人に減少
した。この数は政府の必要に見合ったものであった
が，低い給与が医師をあまり惹きつけなかった。政府
の医療は低賃金にも関わらず意欲のある医師と，若い
卒業間もない医師，開業前に一定の研修期間を必要と
している医師らによって担われた。この時点で 93人
の医学生が日本で学んでおり，政府の医療を進めるた
めにはこれらの医学生が毎年順調に卒業して来る必要
があった。
民営医療の再開により医療機関が多数開業し，政府
の医療供給を担っていた糸満，知念，前原，宜野座，
本部の各病院が 1952年 10月までに閉鎖となった。ま
た，12月には古仁屋病院が奄美保健センターの支所
となりスタッフも大幅に減少した。宮古では民間病院
が医療供給の中心となった。政府医療機関の減少に関
して批判に遭遇することはなかった。民営医療の再開
が政府財政にもたらした経済的効果は大変に大きく，
医療計画の改善にも大いに役立った。
1953会計年度に設置されている 17の政府立診療所
は，その多くが民営医療の行き届かない離島，へき地
に立地している。（RestrictedSecurity Information,Civil
AffairsActivities in theRyukyuIslands,Dec1952,USCAR,
p.143）
占領の当初から琉球の第 1次的なニードは医療教育
にあった。医療のすべての分野で医療従事者が不足し
ていた。特に歯科医，医師，薬剤師とともにレントゲ
ン技師，衛生検査技師の不足も危機的な状況にあっ
た。名護，那覇，コザ，石川などの人口稠密な都市部
での民営医療の集中を回避するために，民政官布告に
より医療供給の地理的な平準化を維持する必要があっ
た。あまり民主的な方法ではなかったが，農村地域の
医療供給を絶やさないためには避け難いものであっ
た。（ibid. p.144）
1950年 2月の軍政府統計では，医療従事者として
医師 212名，医介補 131名，歯科医 61名，歯科介補
49名，看護婦 436名，看護実習生 288名，看護助手
174名，薬剤師 30名，助産婦 571名，衛生検査技師 1
名，レントゲン技師9名，獣医29名が活動していた。
このうち医介補，歯科介補については，その多くが医
療に関する専門教育を充分に受けていないことを指摘
している。また，病院の病床数は 2610床で，入院患
者数は 1702人，外来患者数は 6万 1350人，ハンセン
氏病施設の患者数は 2月末で 1516人であった。
（Ryukyu Statistical Bulletin, No.3, Mar 1950, Headquar-
ters, Military Government of the Ryukyu Islands, p.35）
沖縄独特の介輔，歯科介輔の制度は，1951年の沖
縄群島政府布令 7号，沖縄群島介輔及び歯科介輔営業
布令，並びに 1958年規則 108号により介輔及び歯科
介輔規則が施行され，その制度が定着した。介輔及び
歯科介輔は離島，僻地の医療に従事することになり医
師の不足を補う上で重要な役割を果たした。
沖縄の医療は，終戦直後から 1951年まで，公営と
されていたことから，病院や診療所が計画的に適正配
置されたため，比較的小さな島々にも診療所が設置さ
れている。これらの病院及び診療所が各地の公立病院
であり，その附属診療所と各地の市町村立診療所と
なっている。これらの公立の医療機関は，沖縄の医療
の確保に大きな役割を果たしている。
医師の自由開業は制限され，1953年まで沖縄では
医師の配置委員会が存在した。一方で，宮古，八重
山，奄美の各群島では最初から医師は自由開業となっ
ており，配置委員会はなかった。医師の配置委員会は
沖縄本島だけの制度であった。1952年，琉球政府の
発足に伴い，医療行政の担当機関は厚生局医政課と
なった。
医療機関の全面的官営制度を改め，個人開業の許可
制度が実施された。1951年 7月から 11月までの間に
個人開業した医師は 81名，歯科医は 37名に達し，介
補も医科が 16名，歯科が 7名それぞれ個人開業して
いる。また，助産婦の資質向上の取組みをはじめ，公
衆衛生看護婦，保健婦の医療機関における臨床研修，
産科医療の科学的取扱に関する養成訓練が実施されて
いる。
1951年 4月の米国民政府布令に基づいて，薬剤師
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の個人営業許可制度が実施され，輸入販売の道が開か
れ，治療，予防面での貢献が見られた。一方，不正な
流通に対する粛正も進められた。軍からの医薬，医療
機器の受入配給を担当していた知念，コザ，名護，金
武，首里の薬品配給所は 1951年 5月以降，その取扱
を民間に移すことで，廃止，縮小された。医療の向上
と，危害の防止，福祉の増進を期して医事検査官，薬
事検査官が各 5名任命され，医事，薬事の取締と指導
にあたっている。検査官には官民双方から適任者を委
託するとともに，警察，保健所とも綿密な連絡をと
り，業務を実施した。（琉球史料 1951年沖縄群島政府
厚生部の事業 1951年 11月）
占領開始当時 100人に満たなかった医師の数も，医
学生の卒業や域外からの帰還により徐々に増え続け，
1952年には 230人ほどになった。1952年 4月までは
医師はすべて政府により雇用されており，実質的に官
営医療となっていた。精密な医療制度が作られていた
が，病院における患者負担は大きく，政府財政を大き
く圧迫していた。1952年 4月からの民営診療の再会
に伴い，政府雇用の医師は 42名に減少した。この医
師数は政府の需要を満たすものではなかった。賃金額
が低いこともあり医師は政府の業務に魅力を感じな
かった。（Ryukyu Islands, Responsibility of U.S. for im-
provement of the Public Health, J.A. Doull, N.D. King,
May 1959）
4．看護従事者の養成
ニミッツ布告は，軍の占領政策の支障とならない限
りは，日本法を継続して適用させた。看護婦の制度に
ついても，軍の布令が出たもの以外は旧法（日本法）
の適用があった。
1947年 12月，琉球軍司令部軍医の承認を経て第 37
軍病院での沖縄人看護婦を対象とした病棟での診察を
含む技能向上のための訓練計画が作られた。各地区及
び各病院から毎回 6人の看護婦が 4週交替でこの訓練
コースに参加したが，沖縄人看護婦及び受入側の看護
婦の双方に好評で，その成果も満足の行くものであっ
た。（Public Health Department, the Ryukyu Military
Government Activity Annual Report 1947―1948, p.45）
1949年 2月，琉球看護協会の規約が制定された。
この規約は看護の職務を規制，向上するためのもので
ある。同協会は沖縄に三つ，北部琉球及び南部琉球に
各一つの支部が置かれている。会員は日本での研修
コースに派遣される。この会員資格は登録看護婦に限
られている。（United States ArmyMilitary Government
Activities in the Ryukyus, Summation No.28, Feb 1949,
p.33）
アメリカの施政権の下で沖縄の看護は独特の歩みを
してきた。沖縄の看護に大きな貢献をしたのは米軍政
府看護官であったワニタ・ワタワース女史であった。
女史は，当時の国際水準であった国際看護協会の基準
に沿った最新の看護の枠組みを提示してリーダー研
修，再教育，派遣研修などを積極的に実施した。この
ため最も進んでいたアメリカの看護が沖縄に導入され
た。
1952年 7月，極東軍総司令部（GHQ）から琉球軍
司令官あての文書により，琉球駐留米軍要員の保健上
必要な限り，その基準向上のためにガリオア資金によ
る必要資材の輸入が許可されたことも，看護教育と看
護婦の資質の向上の背景となっている。沖縄の衛生基
準の向上は駐留米軍の兵員の保護にもなる。軍政府の
医師，看護婦などの医療関係者は GHQの文書にそっ
て組織の整備や病院の改善に努めた。米軍の戦災復興
の任務は罹災前の水準を回復することまでであって，
それ以上には関わらないことが軍の基本姿勢であっ
た。しかし，沖縄の公衆衛生に関しては駐留米軍の影
響が大きく，この領域では，復旧にとどまらず向上改
善までを例外的に認めることになった。
戦後の沖縄では，米軍が医療，公衆衛生に力を入れ
看護婦の資質向上，看護教育の水準の向上を目指して
強力な支援を行った。米軍の高官には，妻が看護婦で
あるという例が多く，それを誇りにしていた。沖縄の
公衆衛生担当者は，米軍高官の家庭に招かれて看護に
ついての意見交換などをすることもあり，アメリカの
看護の状況や考え方などに触れることができた。この
ことも沖縄の看護のレベルアップに大きく役立つこと
になった。
（1）看護学校の設置
1946年に看護学校が設置され，看護婦の養成が始
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まった。沖縄看護学校は結核患者の在宅療養と看護手
順に関する教材を東京から入手した。（United States
Army Military Government Activities in the Ryukyus,
Summation No.26, Dec 1948, p.33）コザ及び名護の看
護学校から選抜された 5人の沖縄人少女が 1948年 5
月に東京に向け出発した。5人は 3年制の高等看護学
校に入学する。コザ，名護，宜野座の各病院が運営す
る看護学校に 217人が就学していた。（ibid. p.34）新
たに看護学校卒業生を対象とした 3年制の課程が作ら
れその入学試験が名護，中央，宜野座の各病院で行わ
れた。定員は 72名でハンセン氏病，結核，精神医療
及び臨床看護の専門看護に従事者を養成する。看護学
校の入学試験も実施され全琉球から 150人の応募者が
あり，5月から授業が始まった。（ibid. p.34）1952年
には名護の看護学校を閉鎖し，コザの施設を拡充し
た。この学校は越来の中央病院に隣接し新しい近代的
なビルとなった。占領の当初から，沖縄における第一
の必要は医療教育であった。（Ryukyu Islands, Respon-
sibility of U.S. for improvement of the Public Health, J.
A. Doull, N.D. King, May 1959）1950年 3月，3年制
の看護学校を卒業した 48名が看護婦として総合病
院，精神病院，金武町の結核療養所，愛楽園ハンセン
氏病施設に配属された。（Ryukyu Statistical Bulletin,
April 1950, Headquaters Military Government of the
Ryukyu Islands, p.45）1951年には米国民政府布令 35
号により，看護婦養成学校法が公布され，本格的に看
護婦，保健婦，助産婦の養成が行われることになっ
た。同じく布令 36号により看護婦資格審査委員会が
設置され，看護婦，保健婦，助産婦の免状が交付され
るようになった。
（2）看護教育行政
政府厚生局は，看護学校の教育に対して適切な指導
助言を行い，看護教育の体制づくりを進めた。行政と
しての法的な指導監督にとどまらず，看護学校の充実
向上に必要と思われる具体的な施策を考案し，積極的
に助言指導を行い，その実践の妨げとなる事柄を排除
した。また現場からの要望も進んで受け止めて，速や
かに行政に反映されていた。同様な結びつきは，医療
関係者との間にもあった。看護教育のために，病院，
保健所の医師も，医師不足の中で厳しい医療業務の合
間をぬって，講師を引き受けていた。毎日の診療で手
一杯のところに，さらに看護学校での講義準備のため
に長時間を費やしていた。
1948年，マンデル看護大佐が沖縄に赴任，以後
1972年の復帰まで 11人の看護指導者が来沖した。
1950年 1月には，軍政府公衆衛生部に看護顧問とし
てワニタ・ワタワース女史が着任した。女史は 10年
にわたり沖縄の看護に貢献した。同年 10月，ジョセ
フィン・H・ケーザー女史が着任した。ワタワース女
史とともに公衆衛生看護の講習，免許，駐在，行政の
各活動の基礎を作り上げた。1951年には，布令 46号
（伝染病取締）が発布されたのをはじめ，同年 3月に
布令 34号（病院診療所），布令 35号（看護学校）が
発布され，布令 36号（看護婦免許）により公衆衛生
看護婦の免許及び資格，業務等が規定された。同年 5
月には，布令 35号，36号により看護婦学校検査委
員，看護婦試験委員が任命され，公衆衛生看護基準が
設定された。同年 7月群島政府立各保健所が業務を開
始し，公衆衛生看護婦の駐在制度が始まった。在沖縄
アメリカ婦人会から自転車 13台が寄付され公衆衛生
看護に供与され，ユニホームも寄贈され，公衆衛生看
護婦全員に支給された。同年 10月には，布令 36号に
より看護婦，公衆衛生看護婦，助産婦の免許登録が行
われた。翌 1952年 8月には，立法 23号（保健所法）
により公衆衛生看護事業規定が制定された。（『保健所
の歩み』沖縄県環境保健部平成 4年 3月 169頁）
（3）看護教員の養成
1954年から琉球大学への看護婦委託制度が始ま
り，教育学部に 2名が委託学生として入学している。
この制度の実施にもワタワース女史の貢献が大きく，
看護教育はその内容も制度も大学水準を維持すべきだ
とする強い意向が働いている。アメリカでは当時すで
に看護教育を大学と連携させ，卒業の際に学士の資格
がとれるようになっていた。この委託生の制度は本土
復帰までつづき，121名の卒業生が出ている。琉球大
学の創設に関与したミシガン大学からの派遣教授団は
専任の教員を一人配置して看護学校と大学の連携に努
めていた。米国民政府は看護教育に格別の指導と協力
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を行っているが，それは占領政策遂行上，治安の次に
公衆衛生に重点を置いていたことによるものである。
ミシガン大学と USCARの連携で看護教育にウェイ
トを置いて琉球大学との関係を密にして単位取得をす
るという制度は沖縄独特のものであり，ユニークなシ
ステムであった。看護学校受験生の資格水準を高校卒
とし，大学水準のカリキュラムを設定し，幅広い知識
を得ることができるように努めていた。ここに沖縄に
おける看護教育の先進性を見ることができる。
米国民政府布令 162号は，看護学校教員の資格基準
が示されている。これは厳格なもので，当時，日本で
は 3年の看護婦経験があれば，教員資格が認められた
が，沖縄ではその他に 1年間の大学での課程を必要と
していた。看護学校教員に琉球大学での委託教育を修
めた優秀な人材をあて，看護教育の水準の向上を通じ
た看護婦の資質向上を意図したものである。この制度
は沖縄の看護の向上に大きな役割を果たした。琉球大
学と連携して，看護学校卒業時に学士の称号を取得す
るための試みもなされたが，実現には至らなかった。
看護学校の卒業式には必ず行政主席が出席し，琉球大
学の学長が単位証を手渡していた。また米国民政府か
らも民政官など高官数人が出席しており，沖縄の看護
婦の育成に相当の力を入れていた。
（4）看護実習
アメリカの看護教育の制度は実習を通じて徹底的に
鍛えるところに特色がある。沖縄の看護学校でも 2年
生の後半から実習が急に増えた。3年間で 5000時間
程度の実習が課されていた。3年生後半からは看護婦
と同様に 3交替制で現場に立ち，実習生の総リーダー
となった場合には，婦長の補佐のような役も果たし
た。当時の医療現場は，患者が多すぎて，診療室の周
りも患者の順番待ちであふれ，野戦病院の延長のよう
な観を呈していた。医師，看護婦の全対数が足りず，
手が回らない。カルテを書く暇もないほど忙しかっ
た。このため看護学校の卒業後は，実践経験をふまえ
て即戦力として活躍することが可能であった。
地域の医療は，保健婦が相当にカバーしていた。こ
れが可能だったのも，高卒の質のよい看護婦を養成
し，十分な実習を行ってきたことが与かって大きかっ
た。医学，看護学のように人間を相手にする学問は実
習を大切にしなければならず，見学のみの実習ではあ
まり意味がなかった。
（5）助産婦の再教育
戦後，自由開業が，最初に認められたのは助産婦で
あった。1947年 4月の軍政府による「助産婦個人営
業規定」が布令され，初診 5円，分娩 50円という
「公定料金」が定められた。戦前の助産婦資格は，戦
後の沖縄の制度では認められないことになった。そこ
で再教育による資格取得が，新規養成よりも優先され
ることになった。ワタワース女史の指導の下に再教育
のための講習会が沖縄の全域で行われた。東京で開催
された助産婦学校教員養成講習を受講した講師が，妊
産婦や新生児の保健指導，取扱法などについて補習教
育を行った。
Ⅳ 駐在保健婦制度
1950年 1月，GHQから看護顧問としてワニタ・ワ
タワース女史，10月にはジョセフィン・ケーザー女
史がそれぞれ沖縄の米軍公衆衛生部に赴任し，公衆衛
生及び看護に関する指導を開始する。1951年 5月，
関係者の協議の下で公衆衛生看護婦の業務基準案が作
成される。翌 1952年 7月，業務基準が作成され，地
域活動における処置基準が示された。1951年 7月に
保健所業務が開始され，40名の公衆衛生看護婦が採
用され，各地保健所に所属して管内の各市町村に駐在
勤務し，地域における公衆衛生看護事業を開始した。
1952年 8月に保健所法が公布され，この第 3条 5と
第 7条 6に根拠規定が置かれた。
1．公衆衛生看護婦の活動
戦後，離島，僻地を多く抱える沖縄の地理的条件に
加えて，医療機関や医療従事者が不足し，住民の多く
が経済的にも困窮していた沖縄では，保健婦の駐在制
をとることが最も効率的かつ効果的な活動方法と考え
られた。そこで，地域住民の身近な市町村に公衆衛生
看護婦を駐在させ，どこにおいても均一的な保健サー
ビスを受けられるようにした。その後漸次，公衆衛生
150
看護婦も増員され，1村に 1人あるいは人口の多い市
町村の場合は，複数が配置されるようになった。
公衆衛生看護婦は疾病の予防が本来の仕事だが，沖
縄の場合は治療の部門も公衆衛生看護婦が関与せざる
を得ない常態が続いていた。医師が少ない中で，目の
前の患者を放置することはできず，予防接種や投薬な
ど法規を超えた医療にも従事した。1951年に，公衆
衛生看護婦が地域で緊急処置や伝染病等の医療的処置
を可能にするための体制として，軍政府関係者，保健
所長等が協議してスタンディング・オーダー（処置基
準）が設定された。公衆衛生看護婦は，離島，僻地な
ど医療の行き届かない地域をカバーするために強い責
任感と使命感を持っていた。
保健婦の駐在制度は，ワタワース女史が四国で軍勤
務をしていた時に始め，沖縄でも同様に実施した。都
市部では保健婦が難しい場面で，近隣の保健婦や医師
の協力を期待できるのに対して，離島僻地ではすべて
一人で判断しなければならない。そのため駐在保健婦
の配置にあたっては，優秀な者から離島，僻地に赴任
させることにした。
離島僻地への公衆衛生看護婦の配置については，係
長が事前に面接を行い了解の上で配置されたが，その
後に業務に支障を来すような事態が生じた場合には，
係長が駐在所まで出向き，事情を聴取した上で，必要
な場合には配置換えも考慮するなど，公衆衛生看護婦
自身に対するケアーも行われた。当初は新卒の公衆衛
生看護婦が多く，安心して生活のできる駐在先の住居
の確保も課題であった。保健所課長や本庁係長がとも
に町村の担当者に依頼し，その推薦を得た家を借りる
ことになった。また赴任の際にも管理者が同伴し，関
係者等への協力を依頼した。
2．公衆衛生看護婦の養成
沖縄の駐在保健婦制度が地域の医療や公衆衛生に大
きな貢献を果たすことができたのは，行政と教育現場
の関係者が一体となって試行錯誤を繰り返しながら，
養成に取り組んできた成果である。
1950年 1月，GHQから看護顧問としてワニタ・ワ
タワース女史，10月には国立公衆衛生院の保健婦教
育顧問であったジョセフィン・ケーザー女史がそれぞ
れ沖縄の軍政府公衆衛生部に着任した。両女史は沖縄
の公衆衛生看護婦養成講習を企画し，その教育に大き
く貢献した。公衆衛生看護婦の養成講習は 1950年か
ら 1954年まで 5回実施され 120人がその講習を修了
している。
1951年の統計では，公衆衛生看護婦（復帰前まで
の保健婦の呼称）は 40人であった。保健所設立の前
準備として，USCARは医師，看護婦，栄養士などの
多くの環境衛生に関わるスタッフを国立公衆衛生院に
派遣した。この派遣は期間 4カ月であり，1949年か
ら始まっている。保健所設立の指導者を養成すること
を目的としていた。これと並行して，中央病院（現県
立中部病院）では，モデル病棟をつくり，保健所に駐
在することになる公衆衛生看護婦の希望者を集め，実
習指導が行われた。希望者は各病院の院長，婦長を通
じて呼びかけて募集した。中央病院では，アメリカ式
の新しい看護業務について教育が行われ，当初はワタ
ワース女史が，続いてケイザー女史が中心となって推
進された。
1951年に，布令 35号及び 36号が出され，公衆衛
生看護婦の名称，資格及び業務がはじめて規定され
た。1955年には沖縄公衆衛生看護学校が設立され，
国立公衆衛生院の看護学科課程を修了した者が専任の
教諭に就任した。公衆衛生看護学校の学生は公費によ
り生活費が支給されていたが，後に奨学金に代わっ
た。
公衆衛生関係者の本土研修や公費医学生派遣の費用
は，米軍が B円軍票を発行した時に，住民の持って
いた日本円を全部引き上げ，その日本円を本土に持っ
て行き，それを資金に各種の研修への派遣，医師の養
成などの人材養成を行い，それを通じて住民の生活向
上に役立てられた。病院や保健所に配置されたオート
三輪車や，知念の山の上にあった補給部の資金もここ
から出ていた。その後，B円からドルに切り換えると
きは，この軍票は役に立たないため，米軍はこれをセ
メントで固めて海に沈めた。
Ⅴ 民政移行と住民福祉
1947年 11月，GHQと軍政府の要請によりアメリ
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カ赤十字代表 H.I.ジョンウェイン及びマルティマー・
クックが沖縄の保健，厚生，教育の調査のために来島
した。公衆衛生と社会事業，教育の計画に住民組織を
組み込む可能性検討し，その必要性を報告している。
翌 1948年 3月，アメリカ赤十字のミックローツが来
島し，かかる組織の結成に着手し，7月に沖縄臨時厚
生協会が設立された。また，民間の任意団体として，
沖縄盲人協会も設立された。同協会は次第に食糧の増
配，税の減免，バス運賃の割引などの要請を行った。
（『沖縄の社会福祉 40年』沖縄社会福祉協議会昭和 61
年 11月 50頁）
アメリカ赤十字の支援を受けて沖縄住民の生活環境
の改善を進めるとともに，軍政府が公衆衛生，社会事
業及び教育の分野での計画を達成するための住民の組
織化の可能性について調査を行った。この調査の結
果，住民組織の必要性は大きく，また結成の可能性も
あるとの結論が得られた。この報告を受けたアメリカ
赤十字社は総司令部と軍政府の承諾を得て，沖縄臨時
厚生協会の設立に着手した。
また，身体障害者福祉に関する公的措置が事実上，
皆無の状態の中で，1947年 10月，戦前の盲唖学校の
卒業生とその父兄が，同校の再建を軍民の政府へ陳情
した。さらに翌 48年 3月には盲人有志の動きを端緒
として発足した「沖縄盲人協会」が重ねて盲唖学校の
再建運動に乗り出した。これは戦後沖縄における身体
障害者福祉の領域におけるソーシャルアクションの先
駆けとされている。この結果，1949年の沖縄民政府
の官制改革では主幹部の所掌業務の中に「盲唖学校」
に関する事項が盛り込まれた。（我喜屋 37頁）
1948年 12月から，各市町村に配置された厚生員
は，正式には「軍公衆衛生社会事業委員」として任命
された。厚生員の身分は軍政府の職員であり，軍政府
公衆衛生社会事業課の直属となっていた。その権限も
大きく，沖縄民政府の政策手続の実施状況の監督をは
じめ広範な業務に従事した。1950年 2月，厚生員は
民政府の職員として配置換えされ，後に社会福祉主事
となった。（沖縄の社会福祉 40年の歩み 52頁）
1．群島政府の福祉行政
群島政府の施政は，1950年の 11月から 1952年の 3
月までの約 1年半であるが，この時期の沖縄では，設
立の翌月に戦後初の国政調査が実施され，総人口は
70万人弱であることが判明した。また 1951年 2月に
は琉球大学が米国民政府の肝入りにより開校し，沖縄
初の最高学府となった。また，この年には，貿易庁を
通じた民間貿易が始まり，空前の経済活況がもたらさ
れた。また 1951年 4月には「琉球臨時中央政府」が
発足し，行政主席，立法院議長，及び上訴裁判所主席
判事が，米国民政府によって任命されている。
（1）福祉行政の強化
1951年 10月，沖縄群島政府において「全琉社会事
業課長会議」が開催された。社会福祉行政の一元化，
関係の法制の整備等の議題がとりあげられ，これらが
関係方面への要望事項として決議された。新設の沖縄
群島政府厚生部社会事業課は社会福祉行政計画の一環
として，児童福祉事業の実施とその強化を意図した。
長年の懸案であった，不良児，浮浪児の更生を目指し
て，1951年 4月，沖縄厚生園の構内に教護施設「沖
縄職業学校」を設立した。（我喜屋 39頁）
1951年 10月，全琉球社会事業課長会議が沖縄群島
政府で開催された。米国民政府の担当官及び各群島政
府の担当課長が出席し，社会事業行政の全琉球一元
化，事業の特殊性と分野の広範多岐にわたることをふ
まえた担当部局の独立などについて協議がなされた。
（沖縄群島社会事業概観 1951年沖縄群島政府社会事業
課）
軍及び政府は社会事業の諸施設を新設して鋭意事業
を推進しているが未だ充分ではなく，これまで米国民
政府の助成により諸給付を実施してきたものの，自立
経済の政策の実施により補助金は打ち切りとなり，52
年度 10月（1951年）から全額を群島政府財政で賄う
ことになった。（沖縄群島要覧 249頁沖縄群島政府統
計課編）
（2）マンパワーの養成
沖縄群島政府の発足により，それまで救済のみに追
われていた沖縄の社会事業は，次第に児童福祉や障害
者福祉の領域にも拡大されるようになった。このこと
は従事職員の強化の面にも現れている。事業の拡大に
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伴って 1年ほどの間に 67名ものスタッフが増員され
ている。また，「良き行政は良き人事にあり」とする
考え方から，職員の養成には特に力を入れるようにな
り，日本本土での研修のために次々と職員を派遣し
た。群島政府独自の計画で 1952年 11月までに，派遣
した職員の数は 30名にも及んだ。さらに現任訓練に
も力が入れられ，厚生員の研究会も地区別に毎月実施
され，施設のケースワーカーの研究会は毎週開催さ
れ，その資質の向上が図られた。
（3）琉米の協力
社会福祉施設の整備資金の調達に関して，琉米福祉
協議会及び福祉施設資金協議会の果たした役割は大き
い。琉米福祉協議会は，米国民政副長官ビートラー少
将の勧めで 1952年 2月に設立され，琉球における社
会事業のニードについて調査，発見を行い，そのニー
ドに応じて資金を提供し，問題の解決と社会福祉の増
進に寄与することを目的としていた。また，福祉施設
資金協議会は琉米福祉協議会が種々の福祉活動を後援
し維持していくための資金の受け払いを行うために組
織された。（沖縄の社会福祉 40年 167頁）
1952年中に，琉球列島でアメリカが琉球人のため
に実施した福祉活動はその資材と資金を合わせて 10
万 6000ドルに達した。1953年 6月末の時点でも実績
額は 6万 9100ドルとなっており前年の数字を上回っ
ている。琉球人社会での募金活動も 6月 1日から 7月
4日まで行われた。募金総額は 6500ドルとなり前年
の 4367ドルを上回った。アメリカ人の社会福祉担当
者は可能な限りの琉球の婦人クラブや団体，ガールス
カウト，その他の女性活動家との密接な関係を形成し
てきた。（Civil Affairs Activities in the Ryukyu Islands,
Vol.1, No.2, 30 June 1953, USCAR, p.52）
2．沖縄群島社会福祉協議会
沖縄群島社会福祉協議会は，1951年 11月の設立当
初，群島政府社会事業課内に事務所が置かれた。翌
52年2月には沖縄交通株式会社内に移転し，さらに53
年 1月には那覇高校前の民家 2階に移り事務を進めて
いた。（沖縄の社会福祉 40年 64頁）
本土派遣の研修生らは，日本の社会福祉協議会の設
立の動きをみて，沖縄における社会福祉協議会の設立
の提案を行い，群島政府関係者，軍の関係者とも積極
的にこれを支持した。米軍政府は，群島政府をバック
アップする社会福祉協議会組織の必要性を認めて，そ
の設立を群島政府に勧告した。群島政府はこの意向を
受けて，1951年 11月に「沖縄群島社会福祉協議会」
を設立させた。1951年 11月 1日，那覇市の国際劇場
で設立総会が 1000人の参加者を集めて開催された。
ビートラー民政副長官の代理のルイス民政官からも祝
辞が述べられた。この日の会場には盲唖学校や厚生
園，職業学校の児童の制作した作品が展示されたほ
か，余興としてこれらの児童による唱歌，舞踏，ハー
モニカ演奏などが披露された。この他，壺屋初等学校
や那覇高校の児童生徒による祝賀の遊戯やダンスも行
われた。
華々しく発足した沖縄群島社会福祉協議会である
が，下部組織もなく基本的な財源もない状態であっ
た。財源の確保と趣旨の徹底を図るために，会員の募
集を始め，約 500人の会員を集めた。また 1952年 1
月には，職業学校，盲あ学校，厚生園の児童の演芸を
中心とした「福祉の夕べ」を開催し資金を集めた。ま
た同年 2月から 5月にかけて市町村社会福祉協議会の
結成に乗りだし，八割近くの結成をみた。これを基盤
として，6月から 7月にかけて第 1回目の共同募金運
動を実施した。
1952年 4月，各群島政府を統合した琉球政府が発
足するが，群島社会福祉協議会は，その名称と組織を
そのまま維持し，1953年には宮古，八重山にも各群
島社会福祉協議会が発足した。その年の 11月，「社会
福祉事業法」が制定，実施されたことにより，これら
の社会福祉協議会は「群島の区域を単位」とする団体
として法的な資格が付与された。これらの群島社会福
祉協議会は 1958年 5月に統合され，「沖縄社会福祉協
議会」となった。この年に日本本土の全国社会福祉協
議会と中央共同募金会へ正式に加入している。沖縄で
は社会福祉事業法の規定により共同募金は独立の機関
によってではなく，社会福祉協議会の事業の一環とし
て行われていた。（沖縄の社会福祉 40年の歩み 59頁）
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3．南方連絡事務所と援護活動
サンフランシスコ講和条約 3条に基づいて，アメリ
カは沖縄に対する行政，立法及び司法上の権力を行使
する施政権を掌握した。その下で「琉球における法秩
序」が成立した。しかし，その沖縄においても施政権
者であるアメリカ側と日本側が合意すれば，日本法の
適用も可能であった。日本における昭和 27年法律 127
号（戦傷病者戦没者遺族等援護法）の制定を控えて，
創立間もない琉球政府立法院は，1952年 5月，日本
の総理大臣，厚生大臣，引揚援護庁長官，衆参両院議
長にあてた，同法の琉球における適用をもとめる陳情
を決議している。同時に，琉球政府立法院は，同様の
趣旨で，米国民政府の民政長官にあてて同法の琉球へ
の適用について日本政府に対する交渉を依頼する旨の
陳情も決議しており，この件に関する日米の合意を促
している。
このような働きかけにより，米国民政府と日本政府
との間で，同法の琉球への適用に伴う事務委託と，そ
の承認に伴う調整が行われ，1953年 4月から実際に
適用されることとなった。この委託事務を取り扱うた
めに琉球政府社会局に援護課が新設された。また同年
8月には「日本政府南方連絡事務所」が那覇市に設置
され，その所掌事務の一つとして，同法の適用に関す
る事務面の処理も含まれていた。
日本政府南方連絡事務所は，日本政府に対する
1952年 4月の連合国最高司令部覚書「琉球諸島にお
ける日本政府連絡事務所（Japanese Government Liai-
son Office）の設置に関する覚書」に基づいて設けら
れ，「南連」と略称された。琉球と日本の間の渡航，
貿易に関する情報，遭難日本船員に対する援助，政府
恩給の支払い，戦没者の遺骨収拾，財政的処分及び通
貨兌換に関する事項，その他の必要事項等の「準領事
業務」の遂行に関連する諸問題の取扱を目的としてい
た。
4．社会福祉事業法の成立
社会福祉事業法（1953年立法 82号）により，沖縄
の社会福祉事業は，はじめて実践上の法的根拠を確立
することになる。この立法に基づいて，社会福祉主事
の資格を有するものはその資格により，また無資格者
は社会福祉主事補として任命されることになった。し
かし，現実には有資格者がいなかったので，全員が
「社会福祉主事補」に格付けされた。その後，現任訓
練，認定講習，試験などによって正式に「社会福祉主
事」として任命されることになった。
1954年 4月，琉球政府事務部局組織法が改正され，
社会福祉事業法に基づいて宮古，八重山の民生事務所
は「福祉事務所」と改称されるとともに，沖縄本島に
は「南部」，「中部」，「北部」の 3福祉事務所が設置さ
れた。社会福祉主事及び社会福祉主事補は，これらの
福祉事務所の職員として勤務するようになった。1956
年 10月には，本島の 3福祉事務所は，それぞれ「那
覇」，「コザ」，「名護」と改称された。（我喜屋 59頁）
5．身体障害者福祉法の成立
沖縄群島政府は，在宅の身障者の処遇面について
も，従来の一般的救済措置の他に，更生援護を目的と
する補装具給付の計画をたてたが，予算の裏付けに窮
したことから，1950年の 10月から年末にかけて，米
軍関係者や民間映画劇場協会などの協賛を得て募金活
動を行い，その寄付金と興行収入からの援助により，
資金を確保した。その上で翌 1951年 7月に「身体障
害者福祉委員会」を設置し，給付が開始された。これ
を契機として，次年度以降は，正式に群島政府予算に
必要額が計上され業務が推進されるようになった。
（我喜屋 40頁）身障者福祉法は，このような一連の動
きを背景として，生活保護法，児童福祉法などとも
に，1953年 11月に立法公布された。身障者の福祉を
目的として制定されたが，当時の地域事情や専門的分
野からかなりの条文が削除され，その内容の実質的な
水準は，低位なものにとどまっていた。
一方で，法的な裏付けを得て，身障者福祉行政の整
備が促進された。既設の「沖縄盲唖学校」は児童福祉
法，身障者福祉法のそれぞれの立場から，「盲聾唖児
施設」と「身障者更生援護施設」とに二分された。さ
らに 1954年 9月には，これらを教育と社会福祉の行
政的見地に基づいて，文教局主管の「沖縄盲ろう学
校」と社会局主管の「沖縄盲ろう学園」に分割して機
能の専門化を図った。また，同年 6月に制定された
「身障者福祉法施行規則」に基づいて補装具の給付
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と，身障者手帳の交付が行われた。9月には「身障者
福祉審議会規則」の施行により，同審議会が発足し
た。法外援助としての，旅行船賃の割引措置もこの頃
に実現した。（身体障害者福祉事業 211頁）身障者手
帳の交付は，身障者福祉施策の出発点であり，各種の
福祉措置は，この手帳の交付を受けた者について行わ
れる。この手帳の交付を受けようとする者は，行政主
席の指定する医師の診断が必要とされる。
福祉事務所は，身障者福祉行政の第一線機関であ
り，更生援護に関するあらゆる問題について相談指導
を行い，必要に応じて更生援護施設への入所，更生医
療の給付，その他，福祉措置を直接行い，あるいは公
共職業安定所への紹介を行っている。更生相談所は，
医学的，心理学的及び職能的判定の機関である。更生
援護の措置は医学的更生と職業的更正のそれぞれの方
策が一体となってはじめて効果をあげることができ
る。更正相談所においては科学的な判定と技術的な指
導の中心機関として，福祉事務所と連携をとりながら
更生援護にあたっている。1953年 11月に立法，施行
された沖縄の身障者福祉法の 10条に規定された相談
所の設置はなく事務機関の分野だけで援護の実践がな
されてきた。（障害者福祉事業 235頁）
肢体不自由児に対する初めての医療は 1953年 6月
からコザの医療センターで始まり 35人の児童の診察
が行われた。このうち 15人はチャリティによる資金
で整形外科医療が施されている。（Civil Affairs Activi-
ties in the Ryukyu Islands,Vol.1，No.2，30 Jun 1953，
USCAR,p.49）
6．女性福祉
1947年 3月の軍政府特別布告 14号「占領軍人への
売淫禁止」，同 15号「花柳病取締」，同 16号「婦女子
の性的奴隷制の禁止」，布令 144号「米国軍人軍属の
売春禁止」のほか，1953年に民立法として制定され
た「婦女に売淫させる者等の処罰に関する立法」など
の関係立法があったが，これらは婦人保護の面は形ば
かりで，米軍人への病気感染を防ぐための取締立法で
あった。売春の根を断つためには，これによって利得
を得ようとする業者に対する取締と相まって，婦人の
更生保護が売春防止の根幹となっている。
特別布告 15号「花柳病取締」の内容は，「性病取
締」であって性病予防法の原型をなすもので，沖縄民
政府に対して花柳病診療所及び病院の設置を義務づ
け，医師以外の者にも報告義務を課していた。強制執
行に関する規定や罰則も設けられている。特別布告
16号「婦女子の性的奴隷制の禁止」は，その前文に
おいて，淫行ならびに娼業の目的をもって寄る辺なき
婦女子を搾取することを禁じている。これは管理売春
や人身売買的な年季奉公の禁止，及び周旋屋を禁ずる
ことが目的であり，婦女子の更生指導については省み
られていなかった。
これらの布告の効果は期待されるほどのものではな
く，米兵を相手とする売春婦も巧妙な手段を考え出
し，不特定，多数を相手としないハーニーとかオン
リーと称する者が増加した。このような状況に業を煮
やした米軍政府当局は，きわめて非民主的な特別布告
28号「琉球住民と占領軍軍人との結婚」を 1948年 4
月に公布し，琉球住民と米国軍人の結婚は一切まかり
ならぬとした。これは，婚約，結婚，婚姻届の受理，
結婚式の参与のすべてを不法とした。この布告は，恋
愛の自由を束縛するほか，人種差別等，人権面での問
題も含み，悪評が高く，同年の 8月には廃止となっ
た。
沖縄の売春防止運動は 1950年の一時期，沖縄婦人
連合会を中心に活発に行われた。戦後の混乱がつづ
き，基地周辺では民家の一室を借りての自由売春がは
びこるという状況をふまえてのものであった。しかし
この運動の成果はなかなか上がらなかった。（我喜屋
59頁）
これらの布告のほとんどは，1949年 6月の布告 33
号によって廃止となった。布告の廃止に伴って，これ
ら布告の内容も含めた「集成刑法」と呼ばれる「刑法
並びに訴訟手続法典」を 1955年に米国民政布令 144
号として公布された。
公衆衛生部は沖縄臨時政府が新たに設置した婦人部
局の運営支援を行うことになった。この部局は沖縄女
性の参加できる会合，研修，活動などの企画立案を行
う。これらの企画は市民としての権利や責任，女性や
子供の法的な保護，保健衛生，家庭経営と家事などの
主題をもとに構成されている。
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ライカム婦人クラブの支援により 1年間社会事業学
校のコースに参加するため学生が日本に派遣された。
沖縄に帰ったあとは少なくとも 1年は社会事業に従事
することになっている。（Ryukyu Statistical Bulletin,
Apr 1950, Headquarters Military Government of the
Ryukyu Islands, p.45）
1952年に琉球政府が発足すると，「風俗営業取締
法」が制定され，翌 1953年には「婦女に売淫させた
者の処罰に関する立法」及び「旅館業法」が公布され
た。風俗営業取締法は，法 4条の善良の風俗を害する
おそれがあるときの営業許可の取消，営業の停止，な
どの規定が売春防止に役立った。また，旅館業法，児
童福祉法 36条，労働基準法（1953年立法 44号）5
条，職業安定法（1954年立法 61号）55条なども，売
春防止のために側面的に重要な役割を果たした。さら
に集成刑法の第 2部 4章は道徳に反する罪を規定して
いる。この道徳に反する罪とは売春を意味していた。
（婦人保護事業 295頁）
第 1回全沖縄教育研究大会各地区環境調査班の調査
研究（1953年）の結果は，売春婦の及ぼす影響と，
これに対する対策とを示している。コザ地区の調査結
果からは，売春婦に対して肯定的な評価を与える児
童，生徒の比率がことのほか高く，身近な生活のなか
の存在であることが明らかになった。対策としては，
子どもを守る会の強化や，学校における職業指導の充
実，生活指導の徹底，訪問教師の増員，軍民協力の下
での社会浄化などがあげられている。これらの施策
は，いずれも内容が消極的で，教育の領域にとどまっ
たものであり，社会事業としての施策は見られなかっ
た。
米国統治下の沖縄において，売春に関する取締法令
は多数あったが，取締が中心であったことに加え，一
般住民の関心もうすく，警察も，その陣容の問題や，
軍人軍属に対する捜査権，逮捕権など困難な問題をか
かえていたこともあり，これらの法令をうまく活用す
ることができなかった。（婦人保護事業 300頁）
むすび
軍政から民政への移行を受けて成立した琉球列島米
国民政府は，公衆衛生と住民福祉の推進にあたって，
琉球経済の発展と労働力の安寧を保健管理と福祉活動
の面から支えることに主眼を置いて，住民側の自治政
府に助言と援助を行った。琉球経済の範囲内で全琉球
の予防医療計画の策定と支援を行い，結核，性病，伝
染病の防遏に重点が置かれた。医療，治療技術，調査
手法を導入し，財政の範囲内で基金の裏付けのある福
祉計画の策定の支援が行われた。衛生状態の改善のた
めの適切な消毒と鼠族昆虫駆除の支援を行い，医療技
術教育を実施しするための支援と助言が行われた。ま
た，本格的な住民側の自治政府となった沖縄群島政府
は，身障者の福祉について救済措置の他に，更生援護
の計画をたてた。予算の裏付けを米軍関係者や民間映
画劇場協会などの支援を得て確保した。これを契機と
して群島政府予算にも必要額が計上されるようにな
り，住民福祉の取組みが進められた。沖縄群島政府 j
の時期に公衆衛生と福祉の取り組みは，住民の自治意
識の高揚を受けて，大きな進歩が見られたといえる。
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